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研究課題：がん医療の均てん化に資するがん診療連携拠点病院の機能強化に関する研究 

課題番号：H19－がん臨床－一般－003 

研究代表者：国立がんセンターがん対策情報センター室長 石倉聡 

 

１．本年度の研究成果 

平成21年度は、他の第3次対がん研究班と情報交換により判明した一部検討課題の重複

を避け、またがん診療連携拠点病院の指定要件の改訂内容を考慮し、重点課題としてが

ん対策基本法および同基本計画の重点課題でもある放射線治療の推進、均てん化に向け

てさらに必要となる方策につき取り上げ、以下の四つの柱を立てて検討を行った。 

1) 放射線治療の推進に必要な拠点病院の機能に係る研究： 

平成20年度の新指定要件における放射線治療の項目を都道府県あるいは地域拠点病院

の視点から評価するとともに、今後拠点病院が実施すべき放射線治療の内容およびその

実現に必要な対策等につき検討を行うため、全国都道府県がん診療連携拠点病院を対象

にアンケート調査を実施し分析を行った。 

2) 地域連携ネットワークの推進による拠点病院の機能強化ならびに人材育成に係る研

究： 

専門医不足が顕著である東北6県においては、県境を越えた地域連携・役割分担を図る

「東北がんネットワーク」を設立し、メーリングリストやホームページを活用した治療

困難症例の医療相談や放射線治療の広報体制を整えた。またインターネットを利用した

遠隔カンファレンスシステムを利用した教育研修を３病院で開始した。また島根県にお

いても県内がん診療連携拠点病院を繋いで遠隔カンファレンスを実施するなど、都道府

県および地域がん診療連携拠点病院が連携した放射線治療専門医の育成スキームのモ

デルを作成した。 

3) 放射線治療モダリティ別の拠点病院支援プログラムに係る研究： 

先端的な治療である強度変調放射線治療の安全な普及に必要な指導者向け研修会を2月

に開催予定とした（東京都）。また、主に首都圏で開催される研修会に参加困難な施設

が多いことから、都道府県診療連携拠点病院等で開催する研修会に向けた準備を兵庫県

および島根県等で開始した（H22年度開催予定）。 

小線源治療においては都道府県がん診療連携拠点病院に対するアンケート調査ならび

に学会による実態調査に基づく分析を行った。子宮頸がんにおいては標準治療である腔

内照射の地域間格差が著明であること、診療報酬の低さに伴う不採算性により、今後更

に格差が拡大する懸念があり対策が急務であることが判明した。また現在施設間差のあ

る子宮頸がん腔内照射技術の標準化・均てん化を図るため、施設訪問による手技の相互

比較を開始した。 

4) 放射線治療の品質管理・機能の第三者評価および情報公開に係る研究： 

安全かつ質の高い放射線治療を実施するために必要な品質管理、品質保証の確立に向け

て、英国および世界保健機関（WHO）による報告書の翻訳を行い、わが国での導入に向

けた検討を行うとともに、がん診療連携拠点病院が品質管理体制のセルフチェックを行
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えるチェックリストを作成した。また、海外の放射線治療に関するインシデント報告シ

ステムを参考に、わが国での運用の可能性について検討を開始した。強度変調放射線治

療の品質管理に関しては第三者評価プログラムの作成を開始し、２施設において評価テ

ストを行った。さらに品質管理のグローバルスタンダード確立に向けて、米国及び欧州

の品質管理・品質保証組織と情報交換を行った。 

 

２．前年までの研究成果 

平成19-20年度は、長年の経験を有する米国において、がん診療病院の認定を行ってい

る米国外科学会（American College of Surgeons：ACoS）による「Commission on Cancer

（CoC）」の認定・評価プログラムの内容を吟味・参考にして、我が国の拠点病院で機

能強化の必要性が高い診療分野として、放射線治療、化学療法、緩和ケア、病理診断、

放射線画像診断およびInterventional Radiology (IVR)、消化管内視鏡診断および内視

鏡治療、を挙げて、がん診療連携拠点病院の前指定要件の改善にむけた提言をとりまと

め、その一部を平成20年3月1日付けで改訂された「がん診療連携拠点病院の整備に関す

る指針」へと反映させることができた。また、指定要件ではないが拠点病院の機能とし

て公開が望ましい情報については、年1回実施される拠点病院の現況調査における調査

項目に含めることができた。 

 

３．研究成果の意義及び今後の発展性 

平成20年度までの研究において、効率的にがん診療連携拠点病院の指定要件の改善につ

いて提言ができたものと思われる。また平成21年度は放射線治療の推進に重点をおいた

ことにより、先進諸国に比較して遅れている我が国の放射線治療の普及および質の向上

に必要な拠点病院の機能強化ならびに人材育成に関して、効率的かつ実効性のある対策

の立案、実施が可能になったと思われる。今後引き続き、放射線治療の推進及び品質管

理に係る研究として継続することにより、がん医療の均てん化および安全かつ質の高い

高度な放射線治療の普及、さらにはがんの治療成績向上につながるなど、行政および社

会に多大な貢献をすることが期待される。 

 

４．倫理面への配慮 

本研究は患者および家族を対象とせず、特定の個人情報も扱わないため、疫学指針や臨

床指針等における倫理的な問題は生じないものである。 
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